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論 文 内 容 の 要 旨
　本論文は、子育ち子育てニーズを明らかにし、それに対応する地域子育て支援拠点におけるファミリー
ソーシャルワークの必要性を示すとともに、地域子育て支援に係わる専門職を育成するファミリーソーシャ
ルワーク実践教育の理論的構造を明らかにすることを目的としている。
　本論文は、９章から構成される。子育ち子育てニーズとそれに対応するファミリーソーシャルワーク実践
に関する研究と、実践を担う専門職に対する教育に関する研究とに分かれるが、前者の研究成果に基づき後
者が論じられている。序章から４章では、文献研究に加え、子育ち子育てニーズを量的調査の手法を用いて
明らかにした上で、それを充足するためのファミリーソーシャルワーク実践の必要性を詳細に検討している。
５章から７章では、ファミリーソーシャルワーク実践を担う専門職の養成の必要性を論じるとともに、実践
教育の理論的構造を明らかにしている。
　以下、序章から４章までの前半と、５章から７章までの後半に分けて概要を述べた後、終章の課題と展望
について触れ、本論文の要旨とする。
前半の研究：子育ち子育てニーズに対応するファミリーソーシャルワーク実践の必要性
　序章では、本論文の目的と研究の背景について述べた上で、子どもの育ち、すなわち「子育ち」のニーズ
と子育ちを支える「子育て」のニーズに対応する「ファミリーソーシャルワーク」を「子育て家庭の交流促進、
地域の子育て関連情報の提供、ニーズを把握して資源へとつなぐコーディネーション、時系列的にケースの
進捗管理を行うケースマネジメント、子ども・子育て支援に関する講座の開催及び相談援助」と定義している。
　第１章の「地域子育て支援とファミリーソーシャルワークに関する先行研究」では、地域子育て支援拠
点が整備されるに至った経緯を整理するとともに、地域子育て支援拠点の実施実態に関する先行研究をレ
ビューした上で、実施の有効性を検証する研究が少ないことを指摘している。また、ファミリーソーシャル
ワークに関する先行研究のレビューでは、保育分野におけるファミリーソーシャルワークに関連する研究に
ついても詳細にレビューし、ファミリーソーシャルワークの実践を担うべき専門職についての議論を含め、
ファミリーソーシャルワーク実践の理論的研究が十分ではないことを指摘している。
　第２章の「ファミリーソーシャルワーク実践の理論的拠り所」では、先に定義したファミリーソーシャル
ワークの実践が拠り所とする諸理論について詳細にレビューしている。ファミリーソーシャルワークの機能
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を、岡村（983）の「社会関係」とそれを発展させた山縣（0）の「社会関係の二重構造」から捉え直す
とともに、エコロジカル・アプローチの援用である Pecora ら（009）の家族中心児童福祉実践の包括的な
理論枠組から検討している。さらに、子育ち子育てニーズに対応するより具体的なファミリーソーシャルワー
クの実践については、芝野（00）のグループ・ペアレント・トレーニング実践モデルの検討や、地域子育
て支援拠点におけるソーシャルワークの活用について柏女（0）や橋本（0）によって体系化された保
育相談支援との比較から検討し、ファミリーソーシャルワークの機能についてより具体的に吟味し、整理し
ている。
　第３章の「研究方法」では、第１章及び２章の文献研究を踏まえ、地域子育て支援拠点を利用する親子の
子育ち子育てニーズを明らかにし、地域子育て支援拠点の利用との関係を分析している。そして、地域子育
て支援拠点で必要とされるファミリーソーシャルワーク機能を検証するために実施する３つの研究方法につ
いて、その必要性と手続きを、図解しながらわかりやすく示している。加えて、第５章及び６章の後半の研
究において検討するファミリーソーシャルワーク実践教育の研究方法についても触れ、本論文の研究方法の
全体像を示している。
　第４章の「子育ち子育てニーズに対応するファミリーソーシャルワーク実践に関する研究」では、３つの
研究の詳細と結果及び考察について述べ、総合的な考察を行った上で、結果と結論をまとめている。研究Ⅰ
では、Ａ市の地域子育て拠点を利用する母親（08名、回収率94. 5％）と、同市保健センター（乳幼児検診）
利用者の中で地域子育て支援拠点を利用していない母親（45名、回収率65.9％）を対象に質問紙調査を実
施し、利用の有無、利用期間、利用期間中の子育てに対する意識等の違いによるニーズの違いを分析してい
る。研究Ⅱでは、Ａ地区地域子育て支援拠点の利用者（77名，回収率77％）を対象に、質問紙を用いて、子
どもの気持ちを考慮した関わり、子育て情報の収集や仲間作りなど子育て子育ちの環境と地域子育て拠点
の利用頻度との関係を検討している。研究Ⅲでは、Ａ県0箇所の地域子育て支援拠点利用者（657名，回収
率93.8％）を対象に、質問紙により利用効果の測定を試みている。これら３つの調査研究から得られた結果
を、因子分析、分散分析といった解析手法を用いて分析し（PASW statistics 7.0及び IBM SPSS Statistics 
.0）、以下のような結果を得ている。１）地域子育て支援拠点を利用していない親は深刻な悩みなどに対
する相談援助を求めている。２）地域子育て支援拠点の利用期間が短い親は、子育てについての情報提供を
求めている。３）利用期間が長い親は、子どもへの接し方や関わり方についての講習を求めており、子育て
に対する意識が前向きに変化している。４）利用回数の少ない親は多い親と比べ、子どもの気持ちを考慮し
た子育てに対する意識が低い。５）利用回数の少ない親の場合、子育て情報の収集、仲間作り、子育ちを育
む親子遊びとの間に相関が見られる。６）したがって、利用回数の少ない親に対しては、子どもの気持ちを
考慮した子育てができるように、仲間作りの際に親子遊びを取り入れる必要がある。７）利用１年以上の群
が年以下の群と比べ、子育て仲間作りと子どもへの関わりにおいて有意な変化を示した。８）子どもと過
ごす時間を楽しいと感じていた利用者よりもそうでない利用者の方が、子育て仲間作りと親子遊びにおいて
大きな変化を示した。こうした分析結果から地域子育て支援拠点におけるファミリーソーシャルワークの機
能や、後半の研究に関連する専門的人材育成のための実践教育コンテンツについて多くの示唆を得ている。
後半の研究：ファミリーソーシャルワーク実践教育の理論的構造の明確化
　第５章の「ファミリーソーシャルワーク実践教育の理論的拠り所」では、まず、地域子育て拠点で子育て
家庭を支援する専門的人材の育成に関わる研修について、保護者支援に加え「地域機能強化型」の機能が求
められる中、ファミリーソーシャルワーク実践教育の必要性がよりいっそう高まっていることを指摘してい
る。次に、ファミリーソーシャルワーク実践教育に関連する諸理論について文献研究により精査、整理して
いる。Dewey の教育哲学を拠り所とする佐藤（995）の「学びの共同体」、そしてイギリスの「効果のある学校」
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に基づき志水（008）が提唱した「力のある（empowering）学校」を詳細に検討し、さらに、Dewey の反
省的思考を発展させ反省的実践の効果を実証することによって独自の実践理論を生み出した Schön（99）
や、Schön が考える実践者の行為と実践の省察（reflection）をソーシャルワーク実践において意識的・自
覚的に行う必要性を説いた南（009）の研究を吟味している。
　第６章の「ファミリーソーシャルワーク実践教育研究」では、５章で検討した諸理論を整理し、地域子育
て支援拠点において実践者が学び合い、力のある拠点を創造するための実践教育を具体的に検証するために、
文部科学省委託事業「社会人の学び直しニーズ対応教育推進プログラム」の一環として実践教育のモデルコー
スを実施し、評価している。対象は、子ども家庭福祉の実践現場に復帰を目指す休職中の社会人とキャリア
アップを目指す現職社会人、及び保育士養成校の学生である。学習内容は、「地域子育て支援拠点事業」、「ファ
ミリーソーシャルワーク」、「ファミリーソーシャルワーク実践のリフレクションと学び合い」などからなる
講義、地域子育て支援拠点での体験学習、研究者による講演会・シンポジウム、Web 上でのレポート提出、
対話型交流サイトでの省察などである。学習成果はグループ討議を踏まえた自由記述レポートとして提出さ
せ、モデルコースの評価は、この提出されたレポートをSPSS Text Analysis for Surveys 3.0を用いてコーディ
ングを行い、PASW Statistics 7.0により主成分分析及びクラスー分析を行うことによって実施している。
　第７章の「結論：子育ち子育てニーズに対応するファミリーソーシャルワーク実践を担う専門的人材への
教育実践の理論的構造」では、前半と後半の研究成果を統合し、ファミリーソーシャルワーク実践教育の理
論的構造を示している。それには、事前評価（受講生のレディネス及び学習課題に対する意識と動機を把握
する事前アンケート）と事後評価（実践教育に対する受講生の評価（事後アンケート））が含まれるが、次
の５つの要素から構成される。１）法・制度と地域子育て支援に関する研究についての学び、２）ファミリー
ソーシャルワーク実践理論の学び、３）実践理論に基づいた実践モデルの学び、４）力のある「地域子育て
支援拠点」を作り出すための「ファミリーソーシャルワーク実践」のリフレクション（省察）と学び合い、５）
各学習課題別クループ討議と成果レポート提出である。
終章：課題と展望
　終章の「課題と展望」では、本論文で定義されたファミリーソーシャルワークは地域子育て支援拠点での
子育ち子育てニーズに対応する専門的支援に限定されるが、児童養護施設などに措置された要保護児童に対
する早期家庭復帰や家族再統合を支援する家庭支援専門相談員（ファミリーソーシャルワーカー）の実践を
も包括する総合的なファミリーソーシャルワーク実践と実践教育の研究が今後の取り組むべき課題となると
している。また、本論文ではファミリーソーシャルワーク実践教育の理論的構造を明らかにするに留まった
が、今後はより具体的な実践教育モデルを開発し、普及を図ることも取り組むべき課題となるとしている。
論 文 審 査 結 果 の 要 旨
　本博士学位申請論文審査委員会による新川泰弘氏の博士学位申請論文審査結果の要旨を２点に集約して述
べとともに、課題についても触れる。
１．地域子育て支援拠点におけるファミリーソーシャルワークの位置付け
　少子化や子ども虐待の深刻化に歯止めがかからない状況を打開すべく、社会がすべての子どもの育ち（子
育ち）と子育て家庭を支援するために児童福祉法の改正や児童虐待防止等に関する法律の制定、子ども・子
育て支援関連３法の制定といったさまざまな法制度の整備が進められてきた。0年の延長が決まった次世代
育成支援対策や新にスタートした子ども・子育て新制度では、基礎的自治体としての市区町村において子育
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ち子育てを支援する包括的な取り組みが行われてきた。中でも地域子育て支援拠点事業は保護者に交流の場
を提供するとともに、子育てについての相談に応じ、情報の提供や助言などの援助を行う事業として重視さ
れてきた。平成5年度には、一般型、地域機能強化型、連携型を合わせると633箇所において事業が実施さ
れている。子育ちと子育てを支え、少子化対策や子ども虐待に対する予防的な取り組みとして、地域子育て
支援拠点事業の推進は不可欠となっている。新川泰弘氏は、こうした地域子育て支援拠点事業の重要性に鑑
み、事業の質の向上に早くから関心を抱いてきた。氏は、拠点において提供されるサービス内容のみならず
現場において事業の実施を担う専門職の質に関心を持ち、研究者として質向上のための取り組みに深く関
わってきた。
　本論文では、そうした氏の長年の取り組みを踏まえた上で、地域子育て拠点を利用する家庭の子育ち子育
てニーズを把握するとともに、ニーズに対応する専門的支援にソーシャルワークの視点を取り入れ、ファミ
リーソーシャルワークとしての機能を地域子育て支援拠点事業の中心に位置付けようと試みており、大きな
成果を得ている。序章においてファミリーソーシャルワークを定義し、第１章では地域子育て支援拠点にお
けるファミリーソーシャルワーク実践に関わる先行研究をレビューするとともに、第２章ではファミリー
ソーシャルワークの理論的な拠り所を明らかにすることによって、地域子育て支援拠点におけるファミリー
ソーシャルワークの機能を明確に位置付けた点は、大いに評価でき、子ども・子育て支援新制度においても
要とされている地域子育て支援拠点事業の推進に大いに貢献するものであると考える。
２．ファミリーソーシャルワーク実践教育の開拓
　新川氏は、地域子育て支援拠点でファミリーソーシャルワーク実践を担う専門職の教育・訓練に関して、
その理論的構造を明らかにすることを本論文の目的とした。氏は、第５章において地域子育て支援拠点での
子育て支援を担う専門職の研修を吟味し、主に保育士がそうした役割を担ってきたこともあり、子育て相談
援助やソーシャルワークに必要な知識と技術を高め、保育士の役割拡充を目的とした研修からスタートして
いることを指摘している。その後、地域子育て支援拠点事業に関する研修は、財団法人こども未来財団と
NPO 法人子育て広場全国連絡協議会によるものが本格化し、渡部・橋本編の『詳解地域子育て支援拠点ガ
イドライン』（NPO 法人子育て広場全国連絡協議会）が刊行され、ガイドラインに沿った研修が対象者の幅
を広げて実施されることとなる。また、内閣府は、地域子育て支援拠点事業の「地域機能強化型」を示して、
「連絡調整、連携・共同の体制作り、地域の子育て資源の育成、地域課題の発見・共有、地域で必要な社会
資源の開発等、すべての子育て家庭を地域で支援する取組とその拡充が求められる」とすることになる。ま
さに氏が提唱するファミリーソーシャルワークを担うことが地域子育て支援拠点の専門職には求められてお
り、ファミリーソーシャルワークを中心に据えた専門職の養成（教育・訓練）プログラムが求められている。
　新川氏は、こうした社会的要請に応え、地域子育て支援拠点においてファミリーソーシャルワークを担う
専門職の養成は、これまでのような研修ではなく、理論的根拠を明確にした系統的・計画的な実践教育であ
らねばならないとし、第７章において本論文に示されたような研究成果に基づく実践教育の理論モデルを
示したのである。氏は、Dewey の教育哲学の根幹をなす「反省的思考（reflective thinking）」や「共同体
（community）」といった概念を重視し、独自の教育理論を展開した佐藤の「学びの共同体」、Dewey のみな
らずイギリスの「効果のある学校」の考え方に基づきユニークな教育理論を説いた志水の「力のある学校
（empowering school）」、Dewey の反省的思考に由来すると考えられる Schön の「反省的実践家（reflective 
practitioner）」、それをソーシャルワーカーの専門職としての教育に取り入れ、独自の教育実践理論を示し
た南の「自己省察学習教育」などを援用しながら、ファミリーソーシャルワーク実践教育の理論構造を明に
しに、地域の中で実践教育がなされるべきであるとした。示された実践教育の理論構造は、極めてユニーク
な新川氏独自の実践教育理論となっており、高く評価できるものである。
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３．課題
　本論文は、地域子育て支援拠点事業における子育て家庭への包括的な支援のあり方を示すことにより、同
事業におけるファミリーソーシャルワークを明確に位置付けたものであり、研究成果は少子化対策や子ども
虐待予防に貢献すると考えられる。しかし、新川氏が終章において述べているように、ファミリーソーシャ
ルワークを地域子育て支援拠点における実践として限定的に捉えているために、そうした貢献を限定するこ
とになる。氏は、要保護児童やその家庭に対する支援を含む総合的なファミリーソーシャルワークを今後の
研究課題としている。しかし、次世代育成支援対策や子ども・子育て支援新制度は、社会全体で子どもの成
長と子育てを支援し、少子化対策や子ども虐待予防に寄与することを目的とする極めて包括的な仕組みであ
り、その仕組みの中の地域子ども・子育て支援においてファミリーソーシャルワークを位置付ける必要があ
り、今後の課題となろう。
　以上、審査結果の要旨を説明したが、新川泰弘氏の論文は博士学位申請論文としての水準に達しており、
博士学位の授与に値するものと判断する。
